
 

大分県農業経営負担軽減支援資金事務処理要領 

 

  大分県農業経営負担軽減支援資金の貸付及び利子補給に係る事務取り扱いは、農

業経営負担軽減支援資金の円滑な融通のためのガイドライン（平成17年４月22日付

け16経営第８９５３号農林水産省経営局長通知。）、大分県農業経営負担軽減支援

資金事業実施要綱（平成13年８月14日付け農経第６９２号。以下「実施要綱」とい

う。）、大分県農業経営負担軽減支援資金利子補給金交付要綱（平成13年８月14日

付け農経第６９３号。）、大分県農業負債整理関係資金運営要領（平成13年５月22

日付け農経第３００号。以下「運営要領」という。）及び県が実施要綱第３の５に

掲げる融資機関（以下「融資機関」という。）との間に締結する大分県農業経営負

担軽減支援資金利子補給契約書によるほか、この要領による。 

 

 

第１ 利子補給の承認手続 

１ 利子補給承認申請書の提出                      

（１）融資機関は、農業経営負担軽減支援資金の融資を実行しようとする場合は、

  大分県農業経営負担軽減支援資金利子補給承認申請書（様式第１－１号。以下

  「承認申請書」という。）及び経営改善計画に関する要件書（様式第２号）を

  作成し、これに運営要領第３の２の（１）の借入申込書の写と経営改善計画書

  の写を添えて、毎月末日までに正本１部に副本１部を振興局に、副本１部を大

  分県信用農業協同組合連合会（以下「県信連」という。）に、副本１部を大分

  県農業信用基金協会（以下「基金協会」という。）に、上乗せ利子補給を行う

  場合にあっては副本１部を市町村に提出する。 

   なお、基金協会の債務保証を受けない場合は、その理由等を付した理事会の

  議事録の写を振興局、県信連、市町村に提出する。 

（２）融資機関は、上乗せ利子補給の申請を行う場合は、第１の１の（１）の提出

  の際、大分県農業経営負担軽減支援資金上乗せ利子補給承認申請書（様式第１

  －２号。以下「上乗せ承認申請書」という。）を、振興局及び市町村に提出す

  る。 

２ 利子補給の承認 

（１）振興局は、前１の（１）により承認申請書等を受理したときは、内容を審査

  のうえ、地方審査会の意見を聞き、利子補給の承認又は否認を決定する。 

（２）振興局は、利子補給の承認を決定した場合は、大分県農業経営負担軽減支援

  資金利子補給承認通知書（様式第４－１号。以下「承認通知書」という。）を

  作成し、融資機関、県信連、基金協会、団体指導・金融課に送付する。 

（３）利子補給を否認したときは、否認理由を取りまとめ、これを借入申込書（運

  営要領第３の２の（１）に定めるもの。）に添付保管するとともに、大分県農

  業経営負担軽減支援資金利子補給否認通知書（様式第３－１号。以下「否認通



  知書」という。）を融資機関に送付する。 

 

３ 上乗せ利子補給の承認 

（１）振興局及び市町村は、前１の（２）により上乗せ承認申請書等を受理したと

  きは、内容を審査のうえ、地方審査会の意見を聞き、上乗せ利子補給の承認又

  は否認を決定する。 

（２）市町村は、利子補給の承認を決定した場合は、大分県農業経営負担軽減支援

  資金上乗せ利子補給承認通知書（様式第４－２号。以下「上乗せ承認通知書」

  という。）を融資機関に送付するとともに、当該通知書（写）に大分県農業経

  営負担軽減支援資金に係る確約書（様式第５号。以下「確約書」という。）を

  添付して振興局に提出する。   

   市町村は、利子補給の否認を決定した場合は、大分県農業経営負担軽減支援

  資金上乗せ利子補給否認通知書（様式第３－２号。以下「上乗せ否認通知書」

  という。）を融資機関に送付するとともに、当該通知書（写）を振興局に送付

  する。 

（３）市町村から上乗せ承認通知書（写）と確約書を受理した振興局は、利子補給

  の承認を決定した場合は、上乗せ承認通知書を作成し、融資機関、団体指導・

  金融課に送付する。 

（４）上乗せ利子補給を否認した場合は、否認理由を取りまとめ、これを借入申込

  書（運営要領第３の２の（１）に定めるもの。）に添付保管するとともに、上

  乗せ否認通知書を融資機関に送付する。 

 

第２ 貸付実行 

１ 貸付実行報告 

（１）融資機関は、第１の２の（４）により承認通知書を受理したときは、利子補

  給承認月の翌日の末日までの間、借入申込者の希望する時期までに貸付実行す

  るものとする。 

（２）この資金の貸付を行った融資機関は、実行状況を大分県農業経営負担軽減支

  援資金貸付実行報告書（様式第６号。以下「実行報告書」という。）に記載し、

  貸付実行日、貸付額、利率、据置期限、償還期限、貸付番号等が記載されてい

  る償還年次表の写しとともに、貸付実行の属する月の翌月の７日までに、振興

  局を経由して団体指導･金融課に提出するものとする。 

２ 借入辞退 

  融資機関は、利子補給の承認を受けたものがこの資金の一部又は、全部の借入

 を辞退した場合は、実行報告書に必要事項を記載し、団体指導･金融課に報告す 

るものとする。 

 

第３ 償  還 

１ 約定償還 

  約定償還は、各年元金均等償還とし、償還日は１月１０日とする。 



２ 特例償還 

（１）借入者から繰上償還の申し出があったときは、その額についてすみやかに繰

   上償還を行うものとする。    

（２）県等が行う調査又は検査等の結果、一部又は全部について利子補給承認の取

   消を受けたときは、その部分について指定日までに繰上償還を行うものとす 

る。 

３ 特例償還及び延滞状況報告 

    融資機関は、前項の繰上償還があったとき、又は、約定償還額に延滞を生じた

 とき及び延滞額の償還があったときは、特例償還状況及び延滞状況報告書（様式 

第７号）を作成し、上期中に発生したものについては、毎年７月７日までに、下 

期中に発生したものについては、毎年１月７日までに団体指導･金融課に提出す 

るものとする。 

 

第４ 利子補給変更の承認申請等 

１ 利子補給変更承認申請書の提出 

（１）融資機関は、この資金の貸付け後、災害その他やむを得ない理由により、 

  当初計画の償還計画の変更を必要とする場合は、大分県農業経営負担軽減支援

  資金利子補給変更承認申請書（様式第８号。以下「変更承認申請書」とい  

  う。）を作成し、見直し後の経営改善計画（運営要領第３の２の（１）で定め

  るものと同様式）の写しを添えて、知事が別に定める日までに正本１部に副本

  １部を振興局に、副本１部を県信連に、副本１部を基金協会に提出する。 

２ 利子補給変更の承認 

（１）振興局は、前項により提出された変更承認申請書等を受理したときは、内容

  を審査のうえ、地方審査会の意見を聞き、利子補給の変更についての承認又は

  否認を決定する。 

（２）振興局は、利子補給変更の承認又は否認を決定した場合は、変更承認申請書

  の「承否区分」の欄に所定の記号を記入し、知事が別に定める日までに団体指

  導･金融課あて提出する。 

（３）団体指導･金融課は、変更承認申請書等を受理したときは、利子補給が承認 

されたものについて、大分県農業経営負担軽減支援資金利子補給変更承認通知 

書（様式第９号。以下「変更承認通知書」という。）を作成し、振興局、県信 

連、基金協会に送付する。 

（４）振興局は、前（３）により受理した変更承認通知書を融資機関に送付する。 

  

附 則 この要領は、平成１３年８月１４日から施行する。 

 

附 則 この要領は、平成１４年７月 １日から施行する。 

 

附 則 この要領は、平成１７年４月２２日から施行する。 

 



附 則 この要領は、平成１８年４月 １日から施行する。 

  

附 則 この要領は、平成１９年５月 １日から施行する。 

 

附 則 この要領は、平成１９年７月２５日から施行する。 

 

附 則 この要領は、令和 ３年４月 １日から施行する。 


